
 

豊中市生産活動開拓モデル事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 生産活動開拓モデル事業補助金については、予算の範囲内において交付するものと

し、豊中市補助金等交付規則（昭和 57 年豊中市規則第 15 号）の規定によるほか、この交

付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響により、就労継続支援

Ｂ型事業所等において活動の機会が制限される状況が続き、利用者の社会参加の機会や工

賃の減少等が生じている中で、持続可能な生産活動を開拓していくことが求められている

ことから、新商品の開発や販路拡大等、生産活動の開拓に取り組む事業所を支援し、取組

みをモデル事業として共有することにより、障害のある人の生産活動等にかかる意欲を醸

成し、社会参加を促進するとともに、市内事業所全体の生産活動を持続可能なものにして

いくことを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱における用語の定義は次のとおりとする。 

（１）「就労継続支援Ｂ型事業所」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「施行規則」という。）に

規定する就労継続支援Ｂ型を運営する事業所をいう。 

（２）「生活介護事業所」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活介護

を運営する事業所をいう。ただし、工賃等の支給実績がない事業所についてはこの限り

でない。 

（３）「就労継続支援Ｂ型事業所等」とは、就労継続支援Ｂ型事業所及び生活介護事業所をい

う。 

（４）「社会福祉法人等」とは就労継続支援Ｂ型事業所等を運営する社会福祉法人、公益社団

法人、公益財団法人、特定非営利活動法人及び営利法人等の団体をいう。 

 

（交付の対象） 

第４条 この補助金の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、就労継続支援Ｂ型事

業所等が生産活動に用いる経費のうち、次の各号に定める事業に要するものとする。 

（１）新商品の開発及び既存商品の改良事業 

（２）商品の生産方法の改善事業 

（３）商品の販路拡大事業 

（４）その他生産活動の活性化のために市長が必要と認める事業 

 

（交付額の算定方法） 

第５条 補助金の交付額は、対象経費の実支出額と補助上限額 20 万円とを比較して低い方の

額とし、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

  

（交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 



 

（１）対象経費について、購入する物品等が社会通念上の単価と比較して、著しく高額なも

のであってはならない。 

（２）対象経費については、この補助金以外の補助金の交付を受けないこと。 

（３）補助金の交付により取得した価格が単価 50 万円以上の機械、器具及びその他の財産に

ついては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14 条第１項第２号

の規定により国が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄し

てはならない。 

（４）市の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部

又は一部を市に納付させることがある。 

（５）補助金の交付により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければ

ならない。 

（６）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、様式第９号により速やかに、

遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月30日までに、市に報告しなければ

ならない。期限までに報告がない場合においては、補助金に係る仕入控除税額がないも

のとみなす。 

なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額

を市に返還しなければならない。 

 

（申込手続） 

第７条 この補助金の交付の申込は、次により行うものとする。 

（１）社会福祉法人等は、様式第１号による申込書に事業計画書及び関係書類を添えて、市

長に提出して行うものとする。 

（２）市長は、申込書を受理したときは、その内容を審査し必要があると認めるときは現地

調査等を行うものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の申込に対して審査の上補助金の交付を決定したときは、交付決定通

知書（様式第２号）により通知するものとする。この場合において、補助金の額は概算額

とする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の目的を達成するため必要があ

ると認めるときは、条件を付することができる。 

 

（変更申込手続） 

第９条 この補助金の交付決定後の事情の変化により申込の内容を変更して追加交付申込等

を行う場合には、第７条に定める申込手続に従い、別途定める日までに行うものとする。

なお、第７条の（１）の「様式第１号」は「様式第３号」に読み替えるものとする。 

 

（補助金の変更交付決定） 

第 10 条 市長は、申込に対して審査の上、変更交付決定通知書（様式第４号）により通知す

るものとする。この場合において、補助金の額は概算額とする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の目的を達成するため必要があ



 

ると認めるときは、条件を付することができる。 

 

（実績報告） 

第 11 条 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１）社会福祉法人等は、事業が完了したときは、事業実績報告書（様式第５号）に関係書

類を添えて、市長に提出して行うものとする。 

（２）市長は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査し必要があると認めたと

きは現地調査等を行うものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第 12 条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、これを審査し、当該報告の内

容が第６条に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付確定通知書

（様式第６号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第 13 条 補助金の交付確定を受けた者は、請求書（様式第７号）により市長へ請求するもの

とし、市長は 30 日以内に補助金の交付を行うものとする。 

 

（補助金の概算払い） 

第 14 条 市長は、第 11 条から前条までの規定にかかわらず、補助事業の円滑な遂行を図る

ため必要があると認めるときは、当該補助事業の完了前においても、第８条の規定により

決定した補助金交付額の範囲内において、補助金を概算払により交付することができる。 

２ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとする社会福祉法人等は、補助金概算払請

求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

 

（概算払の決定） 

第 15 条 市長は、社会福祉法人等から前条第２項の規定による概算払請求書の提出があった

ときは、これを審査し、前条第１項に適合すると認めるときは、30 日以内に補助金の交付

を行うものとする。 

 

(決定の取消し) 

第 16 条 市長は、補助金等の交付の決定を受けた者が、次の各号の一に該当するときは、補

助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助金等を当該補助事業等以外の用途に使用したとき。 

（２）補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この要綱又はこれに基づく

市長の処分に違反したとき。 

（３）補助金等の全部又は一部を使用しなかったとき。 

（４）偽りその他不正な方法により補助金等の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後において

も適用があるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 17 条 社会福祉法人等は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について市に返還



 

しなければならない。 

 

(加算金及び延滞金) 

第 18 条 補助金等の交付を受けた者は、第 16 条の規定による取消しに関し、補助金等の返

還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応

じ、当該補助金等の額(その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額

を控除した額)につき補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令の定める割合

で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助金等が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用について

は、返還を命ぜられた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、当

該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に

達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助金等の交付を

受けた者の納付した金額が返還を命ぜられた補助金等の額に達するまでは、その納付金額

は、まず当該返還を命ぜられた補助金等の額に充てられたものとする。 

４ 補助金等の交付を受けた者は、補助金等の返還を命ぜられ、これを期日までに納付しな

かったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令の定める割合で計算した延滞金を市に納付

しなければならない。 

５ 第１項の加算金又は前項の延滞金の額の計算における年当たりの割合は、閏年の日を含

む期間についても、365日当たりの割合とする。 

 

（この要綱に定めのない事項） 

第 19 条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附 則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


